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平成26年11月4日 

宇治市地域コミュニティ推進検討委員会 資料 

 

 

協議会型住民自治組織について 

「都市自治体における地域コミュニティの現状及び関係施策等に関するアンケート調査」結果より 

 

 

 近年、地域コミュニティ施策として、小学校区などの地区ごとを目途に町内会・自治会や各種地域

住民組織の参画する協議会型住民自治組織の設立を進める市町村が少なくない。 

 平成２５年度に全国の都市自治体を対象として実施された「都市自治体における地域コミュニティ

の現状及び関係施策等に関するアンケート調査」では、調査項目のひとつとして、協議会型地域住

民自治組織が取り上げられている。 

 

 

１．調査概要  

調 査 名 都市自治体における地域コミュニティの現状及び関係施策等に関する 

アンケート調査 

実 施 団 体 公益財団法人 日本都市センター 

調 査 対 象 全国812都市自治体（789市、23特別区） 

調 査 期 間 平成25年11月19日～12月18日 

調 査 時 点 平成25年4月1日 

回 収 率 507市区（62.4％） 

 

 

２．調査における用語の定義  

 

〇地縁型住民自治組織 

町内会・自治会などの比較的狭い区域で住民に最も近い立場で住民相互の親睦や地域課

題に取り組むために組織された任意の団体及びその連合会等 

 

  〇協議会型住民自治組織 

地縁型住民自治組織、ボランティア団体、ＮＰＯ、学校、ＰＴＡ、企業等の多様な主体による、

地域課題の解決のための組織 
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３．調査結果の抜粋  

 

（１）協議会型住民自治組織の有無 

設問 「貴自治体では、その区域内で活動する協議会型住民自治組織はありますか。」 

 

N=507 

 

（２）設立状況 

設問 「貴自治体での協議会型住民自治組織の設立状況を教えてください。」 

 

N=248 

ある 48.9%

ない 50.1%

無回答

1.0%

【協議会型住民自治組織の有無】

0.8%

10.1%

9.7%

22.6%

8.1%

48.8%

無回答

その他

自治体の区域の一部に設立されており、今後の拡

大予定はない

自治体の区域の一部に設立されており、今後は全

区域に拡大する予定

自治体の区域の一部に設立されており、今後は設

立区域を一部拡大する予定

自治体の区域全域に設立されている

0% 10% 20% 30% 40% 50%

【設立状況】
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（３）設置単位 

設問 「協議会型住民自治組織の設置されている単位について、以下の選択肢から最も典型的な

ものを一つお選びください。」 

 

N=248 

 

（４）設立時期 

設問 「貴自治体の区域内で、初めて協議会型住民自治組織が設立された時期を教えてくださ

い。」 

 

N=248 

  

0.8%

21.0%

11.7%

10.5%

56.0%

無回答

その他

（平成の合併時の）旧市町村単位

中学校区程度

小学校区程度

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

【設置単位】

12.5%

3.2%

9.3%

8.5%

4.0%

8.9%

30.2%

23.4%

無回答

1969年以前

1970年～1979年

1980年～1989年

1990年～1999年

2000年～2004年

2005年～2009年

2010年以降

0% 10% 20% 30% 40%

【初めて設立された時期】
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（５）設立目的 

設問 「協議会型住民自治組織が設立された目的について、以下の選択肢からあてはまるものを

全てお選びください。」 

 

 

N=248 

  

0.4%

8.1%

12.1%

9.3%

42.7%

80.2%

57.7%

無回答

その他

地域住民等から地域活動を活発にしたいという要

望があったため

市町村合併を契機として住民自治を回復する必要

があったため

地域の多様な意見を集約し、市政に反映させるた

め

身近な生活課題を地域住民自らが解決する活動を

活発にするため

地縁型住民自治組織の活動を補完し、地域の活性

化を図るため

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

【設立目的】
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（６）権限 

設問 「貴自治体では、協議会型住民自治組織にどのような権限を付与していますか。あてはまる

ものを全てお選びください。」 

 

 

N=248 

 

  

1.6%

6.9%

50.8%

4.0%

33.9%

2.4%

14.5%

無回答

その他

特定の権限は付与していない

当該地域での公共的サービス（例：配食サービス、

廃棄物収集等）の実施に関する決定権

当該地域に自治体から交付された助成金等の使

途の決定権

当該地域に係る自治体の予算を提案する権限

当該地域の意見を集約して自治体に政策を提案す

る権限

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

【権 限】
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（７）課題 

設問 「貴自治体では、協議会型住民自治組織についてどのような課題を感じていますか。以下の

選択肢からあてはまるものを全てお選びください。」 

 

N=248 

 

 

（８）協議会型住民自治組織以外の施策 

設問 「協議会型住民自治組織がない場合に、どのようにして行政と地域で活動する諸団体との協

働・連携事業を実施していますか。具体的にご記入ください。（自由記述）」 

 

・事業ごとに各所管課と地域が連携している。 

・地縁型住民自治組織と連携している。 

・「提案型協働事業」の実施により、諸団体と連携している。 

・公民館、市民協働センター、市民活動支援センター等の拠点を設け、個別に対応している。 

・市長、管理職等と自治会・町内会との懇談会を開催し、そこで出た意見等を施策に反映している。 

・中間支援組織を設置し、市民活動団体と地縁型住民自治組織の協働を進めている。 

・協議会型住民自治組織の設立に向けて動いている。 

 

0.8%

14.9%

6.9%

29.0%

47.6%

25.8%

23.8%

67.3%

60.5%

無回答

その他

特に課題はない

事務局機能が弱い

地区ごとの活動の進み具合の差が大きい

多様な団体の間の意見調整が困難

活動の資金が不足している

活動の担い手が不足している

活動の担い手が固定している

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

【課 題】


